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１．課題と目指すべき姿
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0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%
Japan

France
Switzerland

Norway
Georgia
Russian…

Argentina
Trinidad and…

Brazil
Kazakhstan

Paraguay
Indonesia

Philippines
Uzbekistan

Jordan
South Sudan

Tanzania
Senegal

Togo
Afghanistan
United Arab…

高齢化社会
高齢化率 > 7％

高齢社会
高齢化率 > 14％

超高齢社会
高齢化率 > 21％

高齢化の現状 ＜2015年＞ （201ヵ国）

高齢化率:全人口に占める65
歳以上人口の比率

国名 2015年
1 日本 26.0
2 イタリア 22.4
3 ドイツ 21.1
4 ポルトガル 20.7
5 フィンランド 20.3
6 ブルガリア 20.1
7 ギリシャ 19.9
8 スウェーデン 19.6
9 ラトビア 19.3

10 デンマーク 19.0

3出典:未来医療研究機構代表理事⾧谷川敏彦氏資料を一部改変



0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%
Japan
Cuba

Slovakia
Hungary

Netherlan…
Belgium
Belarus
Norway

Seychelles
Morocco

Algeria
Uzbekistan

Fiji
Guatemala

Haiti
Pakistan

Zimbabwe
Malawi

South…
Congo
Niger 高齢化社会

高齢社会

超高齢社会

超超超高齢社会
高齢化率 > 35％

超超高齢社会
高齢化率 > 28％

高齢化の進展 ＜2060年の推計＞

国・地域 2060年
1 日本 38.1 
2 韓国 37.1
3 台湾 36.8
4 シンガポール 35.8
5 ポルトガル 35.8
6 ポーランド 35.6
7 ギリシャ 35.5
8 スペイン 35.3
9 香港 35.0

10 イタリア 33.4

4出典:未来医療研究機構代表理事⾧谷川敏彦氏資料を一部改変
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日本の人口構造（年齢層別人口割合の遷移）

現 在

明治維新

人口遷移 50歳を基準とした日本の人口構成 250年間の推移

バブル経済

50歳

19世紀型で安定

21世紀型で安定

現行の社会保障制度は、
この時期に作られた。

出典:未来医療研究機構代表理事⾧谷川敏彦氏資料を一部改変



QOL

死亡

発症

要介護

1次予防
（健康づくり）

2次予防
（重症化予防） 3次予防

（再発予防等）

重症化

青年 壮年 老年

発作

年齢
出所)  永井良三氏（自治医科大学）作成資料を基に経済産業省作成

 一人一人が心身の健康状態に応じて経済活動や社会活動に参画し、役割を持ち続けることのできる「生涯現役
社会」の構築に向けて、医療・介護関係者と民間事業者、関係省庁が一丸となって、以下の方向性で取組を進
めていく。
①産業・まちづくり・コミュニティ等の環境の変容による健康インフラづくり（一次予防）
②職域と地域が連携した気づきと重症化予防のサービスづくり（二次予防・三次予防）
③上記を促進するインセンティブの整備

生涯現役社会の構築に向けた方向性

健康インフラによる
ベースの底上げ

気づきの機会の
提供

適時・適切な行動変容サービスを提供する
ことで、発作や急激な悪化を繰り返させない

6



女 性

Graduate 

Decline(87.9%)

Early 

Decline(12.1%)

0

1

2

3

63-65 66-68 69-71 72-74 75-77 78-80 81-83 84-86 87-89

(87.9%)

(12.1%)

自 立

手段的日常
生活動作に
援助が必要

基本的＆手
段的日常生
活動作に援
助が必要

死 亡

出所)  秋山弘子 ⾧寿時代の科学と社会の構想 『科学』 岩波書店, 2010

自立度の変化パターン ①

－全国高齢者20年の追跡調査－

年 齢
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男 性

年 齢

Graduate Decline 

(70.1%)

Resilient (10.9%)

0

1

2

3

63-65 66-68 69-71 72-74 75-77 78-80 81-83 84-86 87-89

(70.1%)

(10.9%)

(19.0%)

自 立

手段的日常
生活動作に
援助が必要

基本的＆手
段的日常生
活動作に援
助が必要

死 亡

自立度の変化パターン ②

－全国高齢者20年の追跡調査－

出所)  秋山弘子 ⾧寿時代の科学と社会の構想 『科学』 岩波書店, 2010
8



ヘルスケア産業政策の基本理念 ～生涯現役社会の構築～
 誰もが健康で⾧生きすることを望めば、社会は必然的に高齢化する。 → 「超高齢社会」は人類の理想。

 戦後豊かな経済社会が実現し、平均寿命が約50歳から約80歳に伸び、「人生100年時代」も間近。

 国民の平均寿命の延伸に対応して、「生涯現役」を前提とした経済社会システムの再構築が必要。

経済活動 ゆるやかな就労（短時間労働等）

社会貢献活動（ボランティア）

農業・園芸活動 等

身体機能の維持（リハビリ等）

居宅サービスの利用

企業・地域社会において如何に健康で
活躍できるかが重要:健康投資
→ その後の健康寿命にも大きく影響

経済活動へのゆるやかな参加
ボランティア等社会貢献:
新たなビジネス創出の必要
地域社会の特性に応じた働き
方、社会貢献の在り方を検討。

ニーズに応じた
ケア体制の整備

この期間（健康寿命）を如何に⾧く維持することができるか

＜就労（効率性・生産性を重視）＞ ＜第二の社会活動＞ ＜介護サービス・施設等の利用＞

居宅継続
の場合も

最期まで自分ら
しく生ききるため
の多様なニーズ
に応じた柔軟な

仕組み作り

介護施設の利用
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２．「健康経営」の普及促進
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「健康経営・健康投資」とは

健康経営とは、従業員の健康保持・増進の取組が、将来的に収益性等を高める投資であるとの考えの下、
健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践すること。

健康投資とは、健康経営の考え方に基づいた具体的な取組。
企業が経営理念に基づき、従業員の健康保持・増進に取り組むことは、従業員の活力向上や生産性の向上等

の組織の活性化をもたらし、結果的に業績向上や組織としての価値向上へ繋がることが期待される。

11

組織の活性化
生産性の向上

従業員の健康増進
従業員の活力向上

企業理念（⾧期的なビジョンに基づいた経営）

人的資本に対する投資
（従業員への健康投資）

社会への効果
国民のQOL（生活の質）の向上
ヘルスケア産業の創出
あるべき国民医療費の実現

優秀な人材の獲得
人材の定着率の向上

企業の
成⾧ポテンシャルの

向上

企業の
成⾧ポテンシャルの

向上

イノベーションの
源泉の獲得・拡大

経営課題解決に向けた
基礎体力の向上

業績向上
企業価値向上



「健康経営の企業価値」への寄与

健康経営への投資に対するリターン

○Ｊ＆Ｊがグループ世界250社、約11万4000人に健康教
育プログラムを提供し、投資に対するリターンを試算。

○健康経営に対する投資１ドルに対して、３ドル分の投資リター
ンがあったとされている。

（出所）「儲かる『健康経営』最前線」ニューズウィーク誌2011年3月号を基に作成

健康経営への
投資額（１ドル）

投資リターン（３ドル）

 例えば、ジョンソアンドジョンソン（J＆J）で７５年前に作成された”Our Credo”では、全世界のグループ会社
の従業員およびその家族の健康や幸福を大事にすることを表明している。

 同社では、健康経営に対する投資１ドルに対するリターンが３ドルになるとの調査結果も出している。

12

J&Jの”Our Credo”



【 大企業 等 】【 大企業 等 】 【 中小企業 等 】【 中小企業 等 】

大企業・大規模医療法人 等大企業・大規模医療法人 等

健康経営度調査への回答

健康宣言に取り組む法人・事業所
(日本健康会議 宣言５)

健康宣言に取り組む法人・事業所
(日本健康会議 宣言５)

中小企業・中小規模医療法人 等中小企業・中小規模医療法人 等

健康経営銘柄
33社

健康経営銘柄
33社

500法人500法人

30,000法人30,000法人

健康経営優良法人健康経営優良法人
健康経営に取り組む法人・事業所

（日本健康会議 宣言４）
健康経営に取り組む法人・事業所

（日本健康会議 宣言４） 健康経営優良法人健康経営優良法人
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 健康経営に係る各種顕彰制度を推進することで、優良な健康経営に取り組む法人を「見える化」
し、従業員や求職者、関係企業や金融機関などから「従業員の健康管理を経営的な視点で考
え、戦略的に取り組んでいる企業」として社会的に評価を受けることができる環境を整備する。

 各地域においても、自治体等による健康経営の顕彰制度が広がっている。

全国規模の取組全国規模の取組

地方自治体による表彰
・認定（登録）

地方自治体による表彰
・認定（登録）

自治体における取組自治体における取組

地域の企業 等地域の企業 等

（例）
● 青森県 健康経営認定制度
• 県入札参加資格申請時の加点
• 求人票への表示
• 県特別補償融資制度

● 静岡県 ふじのくに健康づくり推進事業所宣言
• 県によるPR
• 取組に関する相談・支援
• 知事褒章への推薦案内 等

首⾧による表彰首⾧による表彰

※ヘルスケア産業課調べ

健康経営に係る顕彰制度について（全体像）



「健康経営銘柄」の選定
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 平成27年3月、初代となる「健康経営銘柄」を選定以後、主要な新聞社やテレビ放送において「健康経営」を取
り上げる機会が大幅に増加。

 平成31年2月には、第5回となる「健康経営銘柄2019」として28社業種37社を選定。選定に用いる健康経営
度調査には、過去最高の1,800法人からの回答があり、社会からの関心の高まりが見受けられる。

＜ 健康経営アワード2019の様子 ＞
（上）左から主催者の東京証券取引所 岩永取締役、

関経済産業副大臣、プレゼンターの青木 愛 氏
（左）健康経営銘柄2019選定企業によるフォトセッション



 日本健康会議が「健康経営優良法人2019」を認定。
 ３回目の認定となる今回は、大規模法人部門に820法人、中小規模法人部門に2,503法人が認

定され、前回から大規模法人で約1.5倍、中小規模法人部門では約３倍の認定数となった。
（平成31年3月1日現在）

「健康経営優良法人2019」の認定
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＜「健康経営優良法人2019(大規模法人部門)」代表法人 認定証授与＞

＜「健康経営アワード2019」の様子（第2部 パネルディスカッション）＞



３．ヘルスケアビジネスの需要創出と

経済産業省の支援
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17

ヘルスケア産業（公的保険外サービスの産業群）の市場規模（推計）
 ヘルスケア産業（公的保険を支える公的保険外サービスの産業群）の全体像を整理した上で、民間調査会社

等が既に試算している各産業分野の市場規模を集計し、現状及び将来の市場規模を推計。2016年は約25兆
円、2025年には約33兆円になると推計された。

 今後、ヘルスケア産業政策の動向等を踏まえ、随時見直しを行っていく。

民間保険 患者向け
商品・サービス

要支援・要介護者
向け商品・サービス*

終活

看取り

周辺サービス
（未算出）

ヘルスケア産業
（患者/要支援・要介護者の生活を支援するもの）

約15.8兆円 約17.3兆円 約20.6兆円
16年 20年 25年機能補完*

健康経営
関連

癒

住

衣

遊・学
食

運動

測

予防

知
睡眠

ヘルスケア産業
(健康保持・増進に働きかけるもの)

約9.2兆円 約10.3兆円 約12.5兆円
16年 20年 25年

＜出典＞経済産業省委託事業
*データの制約上、公的保険が数兆円規模で含まれている

公的医療保険・介護保険

地域包括ケアシステム

疾患/介護共通
商品・サービス



【参考】ヘルスケア産業（公的保険外サービスの産業群）の市場規模（推計）の内訳

 2016年のヘルスケア産業市場規模は、約25兆円、2025年には約33兆円になると推計された。
 ただし、今後、新たに産業化が見込まれる商品やサービス等（例えば健康志向住居や健康関連アドバイス

サービス）は含んでいない。

ヘルスケア産業
(健康保持・増進に働きかけるもの) 約9.2兆円 約12.5兆円

16年 25年

健康経営を
支えるサービス
 健診事務代行
 メンタルヘルス対策 等

食

 サプリメント・健康食品
 OTC・医薬部外品 等

運動

 フィットネスクラブ***
 トレーニングマシーン 等

予防
（感染予防）

 衛生用品
 予防接種**** 等

睡眠

 機能性寝具

知 2016年
300億円

 ヘルスケア関連アプリ
 ヘルスケア関連書籍・雑誌 等

測****
2016年

1兆200億円
 検査・健診サービス
 計測機器 等

遊・学

 健康志向旅行・ヘルスツーリズム

住

 健康志向家電・設備

癒

 エステ・リラクゼーションサービス
 リラクゼーション用品 等

機能補完*

 メガネ・コンタクト 等

衣

 健康機能性衣服 等
※当該項目についてはデータ収集が困難であり推計していない。

保険

 第三保険

2016年
7兆2,200億円

患者向け
商品・サービス**

 病者用食品 等

2016年
600億円

要介護/支援者
向け商品・サービス
 介護用食品**介護旅行/支援付旅行
 介護住宅関連・福祉用具* 等

2016年
8兆3,800億円

看取り終活
周辺サービス

*：保険内外の切り分けが困難であり一体として試算
**：施設向け/個人向けの区分が困難であり一体として試算
***：要支援・要介護者向けｻｰﾋﾞｽの切り分けが困難であり一体として試算
****：自治体/企業等の補助と個人負担の切り分けが困難であり一体として試算

疾患/介護共通
商品・サービス

 高齢者向け食事宅配サービス

2016年
1,200億円

2016年
5,600億円

2016年
4,000億円

2016年
7,100億円

2016年
1,000億円

2025年
7,600億円

2025年
600億円

2025年
1兆1,200億円

2025年
5,200億円

2025年
1兆5,900億円

2025年
1,300億円

2016年
3兆2,000億円

2016年
1,500億円

2016年
2兆3,800億円

2016年
2,700億円

2016年
3,600億円

2016年
-

2025年
4兆1,600億円

2025年
1,900億円

2025年
3兆2,000億円

2025年
3,400億円

2025年
4,000億円

2025年
-

ヘルスケア産業
（患者/要支援・要介護者の

生活を支援するもの）
約15.8兆円 約20.6兆円

16年 25年

2025年
9兆3,600億円

2025年
1,000億円

2025年
10兆8,600億円

2025年
2,300億円

18



ヘルスケアサービスの社会実装に係る取組（品質評価の環境整備）

サプライヤー

ヘルスケアサービス提供事業者／団体

透明性・客観性・継続性を担保した自主ガ
イドライン・第三者承認制度

地域包括ケアシステム関係者/地域版次

世代ヘルスケア産業協議会関係者、民間
保険会社、健康経営企業／団体

各々のニーズに応じ、必要なサービスに関
する選定リストを作成

適切なサプライヤー選択の容易化

ユーザーの選択による信頼性向上
BーBーC BーBーC

【国によるサポート】

〇 ヘルスケアサービスを提供している業種のリストアップ
〇 望ましい認証制度やガイドラインのあり方の提示
〇 認証制度、ガイドライン、選定リスト活用支援

ユーザー
＜ヘルスケアサービスの品質評価の環境整備＞

 ヘルスケアサービスの普及に向けては、適切な品質評価が必要。一部の業種では自主的な認証
制度等が整備されているが、今後は、業界ごと／業界横断の自主的な基準整備等を促しつつ、
将来的に、継続的な品質評価を可能とする環境整備が重要。

第７回次世代ヘ
ルスケア産業協議
会資料より抜粋
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「ヘルスケアサービスガイドライン等のあり方」の位置づけ

ヘルスケアサービスが仲介者や利用者から選択される仕組み（流通構造）のイメージ

「ヘルスケアサービス
ガイドライン等のあり方」

【業界団体等※】

「自主ガイドラインに基づいた」
ヘルスケア事業者（会員企業）

自主ガイドライン

健康経営に取組む
企業・保険者 従業員

サービス
利用者

業界団体等※ 仲介者 利用者
適切なサプライヤー選択の容易化

ユーザーの選択による信頼性向上

 「ヘルスケアサービスガイドライン等のあり方」は、ヘルスケアサービスを提供する事業者が属する業界
団体が自主的に策定するガイドライン等に対してあり方を示すもの。

 業界自主ガイドライン等に基づき一定の品質が確保されたヘルスケアサービスが、仲介者に選択さ
れることにより、利用者（消費者）が安心してサービスを利用できる環境の整備を図っていく。

【業界団体等※】

認証制度

「認証を受けた」
ヘルスケア事業者

※策定主体は、業界団体や任意団体、企業などがあり得る。

仲介者（※）

・地域医師会・かかりつけ医
・自治体（保健福祉部等）
・地域包括支援センター
・小売・流通業者、保険業者、
業界団体 など

サービス・商品
を提供

サービス・商品
を紹介サービス・商品

を選択

サービス・商品
を選択

参照

参照 （※）ヘルスケアサービスを仲介する可能性のある団
体・企業等の例示
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「ヘルスケアサービスガイドライン等のあり方」＜概要＞

客観性…指針５．(イ)

・事業者が自身のヘルスケアサービスによる健
康の保持増進や介護予防の効果（安全性
に関するものも含む。）を関係法令等を遵守
した上で提示する場合、その効果の裏付けと
なる根拠を開示する体制の整備を求めるべき

・根拠については、用語の定義や情報源、対
象者、測定方法等を明確に示すことで、健康
の保持増進や介護予防の効果の信頼性を
確保することを求めるべき

◆業界自主ガイドライン策定において踏まえるべき3つの観点

「ヘルスケアサービスガイドライン等のあり方」の概要
 策定の背景:①業界団体と仲介者との間（いわゆるB-B）における望ましい流通構造の構築

②ヘルスケアサービスの品質評価の仕組みの構築
 指針の対象:業界団体が策定する業界自主ガイドライン等
 指針の内容:業界団体が業界自主ガイドラインを策定・改定する際に踏まえるべき観点をまとめたもの

透明性…指針５．(ア)

・透明で中立的な場における議論
等を経て、策定及び公表されるべ
き

・社会的責任に関わる情報（倫理
規程や利益相反規程等）の策定
や開示を求めるべき

継続性…指針５．(ウ)

・継続性を示すため、人的資源や財務
基盤がどの程度用意されているのかを
示すことを求めるべき

・サービスの提供を中止する場合に備
え、当該サービスの補償や事業者にお
ける対応等を事業者が利用者と契約
締結前に明らかにすることを求めるべ
き

◆健康寿命の延伸に資する基本的な考え方

 「健康寿命の延伸に資する基本的な考え方」を踏まえたヘルスケアサービスの活用が促進され、健全なヘルスケア産業の発展に資
することを期待

考え方の例:①病状遷移のフロー図 ②健康日本21（第2次）概念図、栄養・運動・こころの健康・高齢者の健康の目標設定の考え方
③認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供（新オレンジプラン） ④高齢者の保健事業の目標設定の考え方

（高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン） 等

 ヘルスケアサービスが健康寿命の延伸に寄与するという妥当性を仲介者や利用者に示す上で、その前提となる「健康寿命の延伸
に資する基本的な考え方」を例示
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【参考】「ヘルスケアサービスガイドライン等のあり方」の今後について

「ヘルスケアサービスガイドライン等のあり方」を普及促進するための今後のスケジュール（予定）

３月２９日 次世代ヘルスケア産業協議会 第１１回新事業創出WG

「ヘルスケアサービスガイドライン等のあり方」を取りまとめ

４月１２日 第８回次世代ヘルスケア産業協議会

「ヘルスケアサービスガイドライン等のあり方」を報告

～今夏 ①業界団体に対する「ヘルスケアサービスガイドライン等のあり方」の周知・説明、②業界自主

ガイドラインの策定支援、③「ヘルスケアサービスガイドライン等のあり方」を踏まえた業界自主

ガイドラインのリスト化

今秋～ 仲介者（団体）等に対する「ヘルスケアサービス等のあり方」の周知・説明、業界自主ガイ

ドラインリストの周知 など
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４．認知症対策に関する官民連携の枠組み構築
に向けて
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認知症対策の社会実装に向けたステップ
【目的】

 認知症対策については、医療・介護関係者を中心とした活動が進められてきたところで
あり、そうした取組は引き続き重要。

 他方、認知症は、認知症の人の増加や、関連する社会的費用も踏まえると、幅広い生
活産業との連携が求められ、新たな機器・サービスの開発・普及が必要。

 こうした観点から、進行抑制・自立支援等に関する取組の実態把握を行い、「既に一定
の効果が認められるもの」「有望であり、実証が必要なもの」等を整理し、関連協議会を
通じた発信や実証事業での評価指標の策定を通じ、社会実装を促進。

STEP

① 実態把握
→企業・自治体・介護施設・アカデミア等における取組や、ニーズ・シーズに
関する実態を把握する。

② 現状整理
→把握した実態について、既に一定の効果が認められるものと、有望かつ
実証が必要なもの等に整理・分類する。

③ 社会実装の促進 →政府の取組等での発信
実証に関する研究開発事業 →AMED実証を通じた評価指標の策定
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スクリーニング、ソリューションの整理

健常
主観的認知機能障害

（SCI）
軽度認知障害

（MCI）
認知症（AD）

ソリューション

肥満対策

社会的孤立の回避
認知機能改善プログラム

運動不足改善

知識・リテラシー向上
投薬

中核症状・周辺症状の緩和

負担軽減

QOL向上

高血圧対策
糖尿病対策

五感

うつ対策

０次予防（原因となる社会経済的・環境的、行動的条件の発生を防ぐ）

禁煙
食事（栄養）
適度な睡眠

将来の日常生活
遂行に向けた備え
に関するサービス

認知機能変化

脳の形態や
代謝等

スクリーニング

既往歴

認知機能検査

血液検査
画像診断（CT・MRI等）

手段的ADL障害（買い物障害・金銭管理障害等）
遂行機能 認知症スクリーニング（MMSE・⾧谷川式等）

• 認知症対策について、スクリーニング・ソリューションの全体像を整理。
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栄養等の
偏った食文化

主な環境要因・リスクの整理イメージ

出歩きづらい
まち

生活習慣病

ソーシャルキャピタルの
欠如

教育歴

フレイル

難聴

高血圧

肥満

その他
（精神疾患等）

認知症

環境要因
経済・社会的要因

認知症リスク 疾患

糖尿病（食後高血糖）

運動不足

社会的孤立

うつ

喫煙

文教施設の
不足

バランスの悪い食生活

不適切な睡眠

加齢に伴い
社会参加の機会が低下
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自立支援・社会受容のイメージ

 自立支援・社会受容の領域においては、主に認知症の症状の緩和・対処、介護負担
の軽減・本人QOL（意思決定支援 等）の向上をターゲットとする。

中核症状

記憶障害

見当識障害

理解力低下

周辺症状 BPSD（行動・心理症状）

判断力低下

実行機能の低下

言語障害 等

人格・性格変化

幻覚・妄想

徘徊

不穏・暴力行為

失禁・不潔行為

睡眠障害 等

心理症状
（不安・焦燥・うつ等）

過食・拒食・異食

認知症

介護負担の軽減

QOLの向上
（意思決定支援 等）
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実証の方向性

 認知症分野ではリスク低減・進行抑制や自立支援・社会受容についてニーズが高まって
おり、一部の事業者が関連のサービスや製品を提供する中で、製品・サービスの効果に
ついて事業者等が独自に実証結果・エビデンスを提示しているが、評価指標（認知機
能検査、脳画像等）や評価手法（対象者、介入期間等）がばらばらな状況で、効
果の比較が難しい状況である。

 そのため、本事業を通じて、個別の介入手法の効果の統計的有意性を確認するため
の評価指標・手法（メソドロジー）について、科学的に適切で、非医療関係者でも広
く活用可能なレベルで立証されたものの確立を目指す。

＜参考＞プロジェクトイメージ

 代表研究者を中核とした研究コンソーシアムで実施（アカデミア・民間企業・医療介護
関係者・自治体等）。テーマごとに研究コンソーシアムにおいてラウンドテーブルを開催
し、民間による実証結果やアカデミアの研究成果を収集し、評価手法の確立を目指す。
その際、必要に応じてフィールドを設定し、国が被験者のリクルート等に関与することで、
各社による集中的な実証を促す。
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５．食と健康の社会実装について
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1．不健康な食習慣のリスク

(出典）GBD 2016, Lancet

 「不健康な食習慣」は「代謝リスク」、「たばこ煙」と並ぶ主要な健康リスク。

 「不健康な食習慣」に食習慣と関係の深い「代謝リスク（高血圧、高血糖、高コレステ
ロール）」を含めると健康リスクの4割以上をしめる。

5.1

6.1

8.6

14.3

16.1

たばこ煙

高コレステロール

高血糖

食事リスク

高血圧

4.8

7.6

14.5

14.8

18.3

高コレステロール

高血糖

高血圧

食事リスク

たばこ煙

女性

男性

リスク因子別の死亡への寄与割合（％）

不健康な食習慣に
関連するリスク

不健康な食習慣に
関連するリスク

配布者限り
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2．健康課題（リスク）としての「食」へのアプローチ

（出典）読売新聞 2018年7月18日

受動喫煙防止法

 喫煙に対しては大規模キャンペーンが奏功。

 不健康な食について、十分にアプローチできているか?

分煙活動 東京都受動喫煙防止条例

配布者限り
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３．食に関わるステークホルダーマップ

小売
（スーパー、コンビニ、宅食等） 外食

消費者

アカデミア

厚労省

食品メーカー

生産者

売れるもの
を仕入

売れるもの
を生産

売れるもの
を仕入

安くて良いもの
がほしい

買いたいと
思うものを売る

健康より
美味

美味しければ
OK

食生活
健康に
したい

タッチポイント
なし

＋体に良いものは
嬉しい

売れるもの
を販売健康は

儲からない

社会

投資家
収益

SDGs、
ESG投資

配布者限り
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４．世界的には示唆に富むイノベーションの社会実装の例が生まれ始めている

（出典）Migros提供資料

Migros（トルコのスーパーマーケット）

 食材を①豆、ナッツ類、②乳製品、③果物、野菜、④穀類、⑤肉、魚、卵、の5種に分類。

 顧客の過去3ヶ月の購買データから5種類の食材のバランスを円グラフにしてスマホアプリで表示。

 左隣に理想の食材バランスが表示されて比較可能。不足している食材は10％値引きで提案。

配布者限り
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（出典）Migros提供資料

配布者限り
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Migros（トルコのスーパーマーケット）

 100万人がアクティブユーザーとして登録。

 うち44％が行動変容。

 72％がスマホアプリの円グラフとオファーに厳格に従っていると回答

（出典）Migros提供資料

４．世界的には示唆に富むイノベーションの社会実装の例が生まれ始めている
配布者限り
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Migros（トルコのスーパーマーケット）

・業績へのインパクトとしては以下の通り

 アプリ利用顧客の一人当たり売上高は17%増加

 アプリ利用顧客の一人当たり購入点数は20点増加

 顧客数は14％増加

（出典）Migros提供資料

４．世界的には示唆に富むイノベーションの社会実装の例が生まれ始めている
配布者限り
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Vitality

 南アフリカでDiscovery社が提供する健康増進型保険Vitalityでは提携スーパーで扱う健康な
食材が指定されている。

 顧客はそれら健康な食材の購入額に応じてポイントが貯まり、最終的にはキャッシュバックの特典を
受けられる。

 この他に外食においても提携しているレストランで健康なメニューをオーダーするとポイントが貯まる。

４．世界的には示唆に富むイノベーションの社会実装の例が生まれ始めている

（出典）Discovery公表資料

配布者限り
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配布者限り
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Health Star Rating（オーストラリア）

・食品パッケージの表に1/2から５つ星で栄養成分を評価。

・違いが紛らわしい同種の食品のなかでより健康な食品を選んでもらうことと目指す。

・格付けは、エネルギー量、リスク栄養素（飽和脂肪酸、塩分、糖類等）、健康栄養素（植物繊維、
タンパク質、果実類、野菜、ナッツ・豆類等）の含有量から算出するアルゴリズムから導かれる。

４．世界的には示唆に富むイノベーションの社会実装の例が生まれ始めている

（出典）オーストラリア政府公表資料

配布者限り
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配布者限り
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ATNI

 世界の栄養状態の改善を目指して、世界的な食品メーカーの製品ポートフォリオや取組を栄養面
からスコア化してランキングを公表。

 肥満と栄養失調の両方に対応。

４．世界的には示唆に富むイノベーションの社会実装の例が生まれ始めている

（出典）Access to Nutrition 
Fund (ATNF) 提供資料

配布者限り



42

CIA

 食のハーバードといわれるCulinary Institute of Americaではハーバード大学公衆衛生学科と
提携して健康で美味な食を伝授するHealthy Kitchens, Healthy Livesプログラムを提供。

４．世界的には示唆に富むイノベーションの社会実装の例が生まれ始めている

（出典）Culinary Institute of America公表資料

配布者限り
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５．企業も健康は商機ととらえている

 脱塩糖脂、糖質ダイエット、ベジファースト、ビーガン等のキャンペーン

 食品メーカー、食品スーパー、外食産業は健康をマネタイズできる数少ない産業なの
ではないか。＝人々に行動変容を促すのに絶好の立ち位置にいる。

糖質
ゼロ

塩分
控え目

糖質制限
ダイエット

ベジ
ファースト

ビーガン

脱脂

配布者限り
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６．購買行動を通じて人々を健康にすることはできないか。

 買い物をしない人はいない。

 買い物は金銭決済なのでデータが残る。

 買い物は金銭決済なので価値還元しやすい。（ポイント還元、値引き等）

 買い物はコミュニケーションである。（ラベル表示）

⇒その際に栄養学会、疫学会による指針と政府による支持が呼び水となるのではないか。
“Government endorsement is critical.” By migros

⇒消費者へのタッチポイントを有する食品メーカー、小売と公衆衛生、栄養学会を巻き込
んだムーブメントにできないか。

配布者限り



（参考）食と健康のループ図

①健康な食事への
気づきの機会の提供

③消費者は健康に
なったことを実感

⑦さらなる健康提案
（例:個別化）できるように

リソースを配分

②消費者は健康な
食事を実践

④企業への信頼アップ

⑥企業の業績アップ

⑤企業からの購入増

配布者限り
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（参考）食事バランスガイド

（出典）農林水産省HP

 健康で豊かな食生活の実現を目的に平成17年に厚生労働省と農林水産省が決定。

 1日に、「何を」、「どれだけ」食べたらよいかの参考となるよう、食事の望ましい組み合わせ
とおおよその量をイラストでわかりやすく示したもの。

配布者限り


